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1　総合戦略進捗状況報告について

（1）目的

（2）総合戦略の進行管理

（3）総合戦略における事業評価書

　　【達成度の評価区分】

5：現時点で目標を大きく超えた成果が表れている。

4：現時点で目標を達成している。

　本報告書は「八丈町人口ビジョン」の実現に向け、各種施策を推進してきた

「八丈町まち・ひと・しごと創生総合戦略」に対する総括的な評価を行うこと

を目的としています。

　総合戦略は、上位計画である基本構想・基本計画を踏まえながら、特に人口

減少・少子高齢化に対応する取組を具体化し実施していくためのものであり、

八丈町の目指すべき将来の方向を踏まえ、政策分野ごとに4つの「基本目標」

さらに基本目標ごとに実施すべき施策を「具体的施策」と位置づけ、それぞれ

の具体的施策に重要業績評価指標(KPI：Key Performance Indicator)を設定

し、これらを目安として進捗率を管理しています。

　具体的施策に設定したKPIの達成状況を評価し、評価にあたっては、事業評

価書の判断基準により評価しています。

3：現時点で目標を達成していないが、令和2年度の状況に比べ成果がみられる。

2：現時点で目標を達成しておらず、令和2年度の状況から変化がみられない。

1：現時点で目標を達成しておらず、令和2年度の状況を下回ってしまっている。



説　　明

a 極めて高い

b 高い

c やや低い

d 低い

a 妥当

b ほぼ妥当

c 改善の余地あり

d 改善が必要

a 妥当

b ほぼ妥当

c 改善の余地あり

d 改善が必要

a 移管する余地がない

b 当面は移管する余地がない

c 一部を移管できる

d 大半を移管できる

A 極めて高い

B 高い

C 認められる

D 低い

A 効果が高い

B 一定の効果あり

C 効果は認められる

D 効果なし

a 余地なし

b 削減に繋がった

c 削減に繋がらなかった

d 削減に努めなかった

a 高める余地がない

b 工夫を行った

c 検討を行った

d できなかった

A 極めてよい

B よい

C 一部改善の余地あり

D 改善を要する

A 極めて良好に実施

B 良好に実施

C 一部改善の余地あり

D 改善を要する

有

効

性

期待される効果が

得られたか

・目標値を達成したか、また良い方向に向かって

いるか。

総 合 評 価
・事業の実績、効果をもとに、必要性、有効性、

効率性の観点から総括する。

効

率

性

コスト削減
・予算、人員を縮減することが可能であるか。

・効率的な執行を工夫できる余地があるか。

効率性 ・効率性を高める工夫をしたか。

総合判定

事業評価書の判断基準

視　　点 区　　分

必

要

性

住民からの

ニーズ
・住民からのニーズは高いか。

手段、成果の

妥当性

・事業の目的の実現に対する手段、成果が妥当で

あるか。

対象者の設定 ・事業の対象者の設定が妥当であるか。

町の関与度合い

・町が関与する範囲は適切であるか。

・民間への移管は可能か。

・移管すべきものが含まれていないか。

総合判定
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（1）基本目標

（2）具体的施策と体系図

基本目標 施策の方向性 担当課・係

産業観光課産業係

産業観光課水産商工係

産業観光課産業係

産業観光課産業係

教育課庶務係

産業観光課水産商工係

産業観光課水産商工係

産業観光課観光係

産業観光課観光係

教育課生涯学習係

企画財政課企画情報係

企画財政課企画情報係

企画財政課企画情報係

福祉保健課保健係

福祉保健課厚生係

福祉保健課厚生係

総務課庶務係

住民課環境係

企画財政課企画情報係

総務課庶務係

福祉健康課高齢福祉係

福祉健康課高齢福祉係

福祉健康課高齢福祉係

福祉健康課保健係

企業課運輸係

4

活力のある安心・安全

な地域社会の形成

4-1

暮らしやすいまちづく

りの推進

４-１-１　活力ある地域社会の形成

４-１-２　ごみ減量化と資源化推進等

４-１-３　末吉多目的交流施設活用事業

4-2

安心して暮らせる地域

づくり

４-２-１　災害に強いまちづくり事業

４-２-２　介護人材確保事業

４-２-３　認知症になっても安心して暮らせる

                  地域づくり

４-２-４　高齢者がいきいきと暮らす地域づくり

４-２-５　八丈町がん検診受診勧奨事業

４-２-６　モバイルBU・S・PAの普及促進

3

若い世代の結婚・

出産・子育ての支援

3-1

若い世代の結婚支援
３-１-１　婚活事業 産業観光課水産商工係

3-2

子育てしやすい環境づ

くり

３-２-１　幼児歯科健康診査の実施

３-２-２　出産・子育て関連支給事業

３-２-３　保育所待機児童ゼロを目指す

                （待機児童ゼロの維持）
福祉保健課厚生係

３-２-４　子ども家庭支援センターの利用拡大

3-3

次代を担う子どもたち

の教育の充実

３-３-１　学力向上事業 教育課庶務係

３-３-２　町立図書館の充実 教育課生涯学習係

産業観光課観光係

１-３-３　団体集客事業

１-３-４　文化財保全・活用計画の策定

2

定住促進・島外からの

移住受入推進

2-1

定住・定着への支援
２-１-１　八丈島おしごと掲示板（Web） 企画財政課企画情報係

2-2

移住の受入支援

２-２-１　移住定住に関する情報発信

２-２-２　移住相談

２-２-３　地域おこし協力隊の導入

具体的な施策

1

産業振興による安定し

た雇用の創出

1-1

農林水産業の振興

１-１-１　新規就農者支援・確保事業

１-１-２　漁業担い手確保・雇用促進事業

１-１-３　農地流動化の促進

１-１-４　八丈町農業生産額の増加

１-１-５　島食材の学校給食への活用事業

1-2

中小企業の振興

１-２-１　黄八丈織物の後継者確保・育成

１-２-２　黄八丈織物の販売促進・認知向上

1-3

観光産業の強化

１-３-１　スポーツ合宿誘致事業

１-３-２　観光イベントによる観光振興・地域活

                 性化事業

2　総合戦略の基本目標・具体的施策

基本目標 横断的な目標

1.産業振興による安定した雇用の創出

1.多様な人材が活躍する

地域社会の形成

2.地域における新技術の

活用・持続可能なまちづ

くりの推進

2.定住促進・島外からの移住受入推進

3.若い世代の結婚・出産・子育ての支援

4.活力のある安心・安全な地域社会の形成
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1-1 農林水産業の振興

1-1-1 新規就農者支援・確保事業 ［年間］

新規就農者数 4 名 9 名 10 名 13 名 11 名

進捗率 250.0 ％ 325.0 ％ 275.0 ％

達成度

事業評価書

1-1-2 漁業担い手確保・雇用促進事業 [年間]

新規就業者数 2 名 1 名 1 名 0 名 2

進捗率 50.0 ％ 0.0 ％ 100.0 ％

達成度

事業評価書

1-1-3 農地流動化の促進 [年間］

農地流動化面積 7 ha 10 ha 15 ha 16 ha 17 ha

進捗率 214.0 ％ 229.0 ％ 243.0 ％

達成度 ※目標値は累計で、カッコ内の数字は各年度の実績数

事業評価書

1-1-4 八丈町農業生産額の増加  [年間］

八丈町農業生産額 21.0 億円 18.0 億円 20.7 億円 20.7 億円

進捗率 99.0 ％ 99.0 ％

達成度 ※目標値は累計で、カッコ内の数字は各年度の実績数

事業評価書

令和6年度実績 令和7年度実績

集計中

4

1-1-4

項　目 目標値 令和2年度状況 令和3年度実績 令和4年度実績 令和5年度実績

令和6年度実績 令和7年度実績

5

1-1-3

・農業者への支援事業等を活用し、生産意欲・生産量・品質を向上させると共に農業協同組合の支援実施による、農業者と農業協同組合の能力と機能の向

上を支援します。

5

1-1-2

·	島内農地の流動化による遊休化・荒廃化の抑制を図ります。

項　目 目標値 令和2年度状況 令和3年度実績 令和4年度実績 令和5年度実績

·新規就業者・後継者の確保を行います

項　目 目標値 令和2年度状況 令和3年度実績 令和4年度実績 令和5年度実績 令和6年度実績 令和7年度実績

令和5年度実績 令和6年度実績 令和7年度実績

5

1-1-1

3　総合戦略の進捗状況

1 産業振興による安定した雇用の創出

　本町では、第1次産業（農業・漁業）及び第3次産業（観光）を基幹産業としています。第1次産業においては、島しょ部の特産品である花き類の生産やキ

ンメダイの漁獲が盛んとなっていますが、農業・漁業ともに就業者の減少が顕著になっています。また、観光業においては、アフターコロナの中で、観光

を取り巻く環境が大きく変化しています。

　これらを鑑み、若い世代や転入希望者にとって魅力的なしごとの場を創出するため、特産品の生産性向上や販路拡大に向けた施策の実施、団体客誘致等

のための情報発信に取り組み、産業の収益安定化や競争力の強化を図ります。

　特に、深刻化する担い手不足解消のため、新規就労者の支援や人材育成等の「人づくり」を推進します。

　本町の基幹産業である農林水産業の振興のため、八丈町の資源や特産品を最大限活用し、雇用対策・人材育成等に取り組むとともに、ICTを活用した第1

次産業の生産性の向上や高付加価値化による競争力の強化を図ります。

·	独立自営就農者の育成・確保を積極的に行います。

項　目 目標値(A) 令和2年度状況 令和3年度実績 令和4年度実績

4



1-1-5 島食材の学校給食への活用事業 [年間]

地産地消率(金額ベース) 16.0 ％ 14.2 ％ 10.4 ％ 10.8 ％ 10.88 ％

進捗率 65.0 ％ 67.5 ％ 68.0 ％

達成度

事業評価書

1-2 中小企業の振興

1-2-1 黄八丈織物の後継者確保・育成 [年間]

新規従事者数 2 名 1 名 1 名 0 名 3 名

進捗率 50.0 ％ 0.0 ％ 150.0 ％

達成度

事業評価書

1-2-2 黄八丈織物の販売促進・認知向上 [年間]

黄八丈織物の販売額 47,000 千円 46,789 千円 54,965 千円 50,876 千円 51,591 千円

進捗率 116.9 ％ 108.2 ％ 109.8 ％

達成度

事業評価書

1-3 観光産業の強化

1-3-1 スポーツ合宿誘致事業 [年間]

スポーツ合宿誘致数 13 団体 3 団体 3 団体 7 団体 9 団体

進捗率 23.1 ％ 53.8 ％ 69.2 ％

達成度

事業評価書

1-3-2 観光イベントによる観光振興・地域活性化事業 [年間]

主要イベント参加者数 5,800 人 564 人 4,985 人 7,900 人 6,469 人

進捗率 85.9 ％ 136.2 ％ 111.5 ％

達成度

事業評価書

5

1-3-2

·	町民や関係団体と協働した観光イベント開催を推進し、地域の活性化を図る。

項　目 目標値 令和2年度状況 令和3年度実績 令和4年度実績 令和5年度実績 令和6年度実績 令和7年度実績

令和5年度実績 令和6年度実績 令和7年度実績

2

1-3-1

5

1-2-2

観光産業の振興のため、スポーツ合宿誘致や観光イベント等を継続するとともに、新型コロナウイルス感染症を受けた新しい生活様式やMICE を念頭に置

いた取組を行い、交流人口の維持・増加を目指します。また、島内の移動手段、自然環境や文化財の観光資源としての活用により、魅力的な観光地を目指

します。

·	既存の施設(南原スポーツ公園、富士グラウンド、学校体育館等)を活用し、様々な種目のスポーツ合宿をサポートすることで関係人口の拡大を図る。

項　目 目標値 令和2年度状況 令和3年度実績 令和4年度実績

·	黄八丈織物の認知度の向上により販売額の増加を図る。

項　目 目標値 令和2年度状況 令和3年度実績 令和4年度実績 令和5年度実績 令和6年度実績 令和7年度実績

令和5年度実績 令和6年度実績 令和7年度実績

3

1-2-1

1

1-1-5

　本町の伝統工芸品である黄八丈織物について、高齢化による後継者不足を解消し、技術の保護に努めます。また、ブランド化やPR活動に取り組み、黄八

丈織物の認知及び収益性の向上を目指します。

·	伝統工芸品である黄八丈織物の技術を保存するとともに、高齢化による担い手不足の解消を目指す。

項　目 目標値 令和2年度状況 令和3年度実績 令和4年度実績

·	地元生産者と関係機関の連携を強化し、島の食材を取り入れた安心安全な給食を提供することで地産地消率の向上を図り、子供たちの健全育成への貢献と

生産者の収益確保を目指します。

項　目 目標値 令和2年度状況 令和3年度実績 令和4年度実績 令和5年度実績 令和6年度実績 令和7年度実績

5



1-3-3 団体集客事業 [年間]

団体ツアー補助実績数 280 ツアー 121 ツアー 144 ツアー 322 ツアー 276 ツアー

進捗率 51.4 ％ 115.0 ％ 98.6

達成度

事業評価書

1-3-4 文化財保全・活用計画の策定 [年間]

歴史民俗資料館来館者数に占める

旅行者の割合
85.0 ％ 80.9 ％ 79.1 ％ 83.0 ％ 83.8 ％

進捗率 93.1 ％ 97.6 ％ 98.6 ％

達成度

事業評価書

2-1 定住・定着への支援

2-1-1 八丈島おしごと掲示板(WEB) [年間]

八丈島おしごと掲示板(WEB)によ

る採用件数
5 件 0 件 5 件 13 件 5

進捗率 100.0 ％ 260.0 ％ 100.0 ％

達成度

事業評価書

2-2 移住の受入支援

2-2-1 移住定住に関する情報発信 [年間]

移住定住サイト

【八丈物語】閲覧数
10,000 件 3 件 20 件 10,222 件 4,895

進捗率 102.2 ％ 49.0 ％

達成度

事業評価書

令和6年度実績 令和7年度実績

3 ※令和３年度まで、個別相談シート「WEB閲覧」にチェックが入った方をカウント　令和４年度より「八丈物語」閲覧数をカウント

2-2-1

項　目 目標値 令和2年度状況 令和3年度実績 令和4年度実績 令和5年度実績

令和7年度実績

4

2-1-1

　ICTを活用し、島での暮らしや住まい等の情報発信を行うとともに、移住希望者からの相談を受け付けることで移住促進を図ります。また、地域おこし協

力隊を採用し、地域協力活動による活性化を図るとともに、本町への移住・定住を目指します。

　また、新型コロナウイルス感染症の影響によるリモートワーク需要拡大を受けたワーケーション やサテライトオフィス 等の長期滞在に資する取組を検討

し、将来的な移住に繋げます。

·	Webサイトや動画コンテンツを活用し、移住定住希望者のニーズに沿った目的別の情報提供を行うことで、本町への移住者増加を図ります。

　本町では、平成24年から転入が減少傾向となっており、平成28年から転出超過が続いています。活力ある地域形成を図るため、島の暮らしやしごと情報

を発信することで、特に大学進学等で転出した若い世代や専門技術を持った労働人材の移住を促進します。

また、観光産業による交流人口の拡大が難しいことから、本町への新しい人の流れをつくるため、関係人口の創出に取り組みます。

　転出超過が顕著であることから、しごとの魅力や求人等の情報発信を行うことで定住・定着を図ります。

·	島内の安定した雇用環境の形成による定住・定着の推進を目的に、求人情報を募集しWebへ掲載します。

·	掲載終了時に採用状況について調査を行うとともに、再掲載もしくは新規掲載をご案内します。

項　目 目標値 令和2年度状況 令和3年度実績 令和4年度実績 令和5年度実績 令和6年度実績

令和6年度実績 令和7年度実績

3

1-3-4

2 定住促進・島外からの移住受入推進

項　目 目標値 令和2年度状況 令和3年度実績 令和4年度実績 令和5年度実績

令和6年度実績 令和7年度実績

4

1-3-3

·	文化財保全と活用を行うための計画を策定します。

·	保全と活用と並行して文化財データベース公開等の情報発信を行うことで、島内外の人々に島の良さを認知させ、地域の活性化と交流人口の増加につなげ

ます。

·	団体観光誘致策として、団体ツアー（10名以上）を実施する事業者に対し、貸切バス使用料の一部補助等の支援を行います。

·	地方空港からのチャーター便を誘致し、団体ツアー数の増加を図ります。

項　目 目標値 令和2年度状況 令和3年度実績 令和4年度実績 令和5年度実績

6



2-2-2 移住相談 [年間]

移住者数 387 件 390 件 370 件 409 件 424 件 件 件

進捗率 95.6 ％ 105.7 ％ 109.6 ％

達成度

事業評価書

2-2-3 地域おこし協力隊の導入 [年間]

協力隊員採用者数 3 名 2 名 2 名 1 名 2 名

進捗率 67.0 ％ 33.0 ％ 100.0 ％

事業評価書

事業評価書

3-1 若い世代の結婚支援

3-1-1 婚活事業 [年間]

カップル成立数 10 組 0 組 3 組

進捗率 0.0 ％ 0.0 ％ 30.0 ％

達成度

事業評価書 3-1-1

令和6年度実績 令和7年度実績

中止 中止

1

3 若い世代の結婚・出産・子育ての支援

　若者の多くは、結婚・出産・子育てを含む人生への夢を持っています。若い世代の出会い・ふれあいの場として婚活事業を行い、結婚を支援します。

　また、出生率の維持・向上、核家族化、地域関係の希薄化、女性の就労率向上による保育ニーズ等に対応し、安心して子どもを産み育て、子どもと親が

一緒に成長するための環境を整備し、妊娠期から子育て期まで切れ目のない、きめ細かい事業を展開します。

　教育分野では、次世代を担っていく上で必要となる基礎的・基本的な学力や多様で豊かな個性・想像力等の定着・向上を目指し、環境整備や個別最適化

された学びの提供を行います。

　未婚者が抱える早期結婚への望みを叶えるべく、婚活事業を主催し島内・島外の未婚者が出会う場を提供します。また結婚を契機とした本町への移住・

定住者の獲得を目指します。

·	八丈島に嫁ぎたい島外独身女性を招き、島内独身女性も交え、島内独身男性との「出会い・ふれあいの場」を設け、若い世代の結婚を支援します。

·	新型コロナウイルス感染症拡大による「新しい生活様式」への対応として、オンライン婚活等の実施を検討します。

項　目 目標値(A) 令和2年度状況 令和3年度実績 令和4年度実績 令和5年度実績

令和5年度実績 令和6年度実績 令和7年度実績

5

2-2-3

4

2-2-2

※総転入者数をカウントしている。

·	地域おこし支援、移住者受入支援、地域協力活動を行う地域おこし協力隊員3名を委嘱します。

·	八丈町への移住・定住を目的とし、地域おこし協力隊員へのサポートを検討します。

項　目 目標値 令和2年度状況 令和3年度実績 令和4年度実績

·	移住や島暮らしについて、随時相談を受け付けます。

·	相談者へ提供する移住ガイドブックの内容を適宜更新します。

·	空き家利活用を目的として実態調査を行い、移住希望者へ有用な情報を提供する仕組みを検討し、定住促進に繋げます。

項　目 目標値(A) 令和2年度状況 令和3年度実績 令和4年度実績 令和5年度実績 令和6年度実績 令和7年度実績

7



3-2 子育てしやすい環境づくり

3-2-1幼児歯科健康診査の実施 [年間]

幼児歯科健康検査の実施率 100.0 ％ 95.7 ％ 94.3 ％ 95.3 ％ 96.2 ％

対象者数 245 人 255 人 238 人

実施者数 231 人 243 人 229 人

進捗率（前年比） ▲ 1.4 ％ 1.0 ％ 0.9 ％

う蝕者率 8.0 ％ 10.0 ％ 2.6 ％ 2.9 ％ 3.9 ％

進捗率（前年比） 7.4 ％ ▲ 0.3 ％ ▲ 1.0 ％

達成度

事業評価書

3-2-2 出産・子育関連事業 [年間]

新生児訪問実施率 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％

対象者数 42 人 36 人 28 人

実施者数 42 人 36 人 28 人

進捗率 0.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

達成度

事業評価書

3-2-3 保育所待機児童ゼロを目指す(待機児童ゼロの維持) [年間]

待機児童数(4/1現在) 0 名 6 名 5 名 0 名 2 名

入園児童数(4/1現在) 227 名 215 名 213 名

進捗率 97.8 ％ 100.0 ％ 99.1 ％

達成度

事業評価書

3-2-4 子ども家庭支援センターの利用拡大 [年間]

一時預かり利用者数 1,314 人 762 人 743 人 1,051 人 1,134 人

進捗率 57.0 ％ 80.0 ％ 86.0 ％

達成度

事業評価書

開所日数は土日祭日を除く243日、午前午後で3名まで（最大4時間利用可能）となり、243日×6名＝1,458人が受入れ最大人数となる

目標値の設定は、体調不良等により欠席者を3名/週×4週×12ヶ月＝144人となり、1,458人－144人＝1,314人とする。

3-2-4

4

·	0歳から未就学児の子どもと親を対象に交流の場を提供し、子育て情報の提供や一時預かり事業等を行います。

·	子育て世代包括支援センターとの連携を図り、子どもや子育て家庭の抱える不安や悩みの相談に応じ、子育て家庭の孤立の防止や、社会全体で子育てに協

力できる地域づくりを進めます。

項　目 目標値 令和2年度状況 令和3年度実績 令和4年度実績 令和5年度実績 令和6年度実績 令和7年度実績

令和6年度実績 令和7年度実績

3

3-2-3

5

3-2-2

·	民間人材紹介企業を活用した保育士募集の拡大、再雇用支援・臨時雇用者の正式採用促進や町の補助制度を活用し人員確保に努め、保育所待機児童ゼロを

目指すための体制を整備します。

·	同一世帯のきょうだい児が同時期に入園している場合は、保育料を減免し、多子世帯の経済的負担を軽減します。

項　目 目標値(A) 令和2年度状況 令和3年度実績 令和4年度実績 令和5年度実績

令和6年度実績 令和7年度実績

3

3-2-1

·	出産後原則28日以内に保健師による新生児宅を訪問し、母子の健康状態の確認を行うとともに、子育ての不安事の相談に応じ、子育てをサポートします。

·	とうきょうママパパ応援事業を活用し、妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援を提供します。

項　目 目標値 令和2年度状況 令和3年度実績 令和4年度実績 令和5年度実績

令和7年度実績

　出生率の維持・向上に向けて、出産・子育てに関する金銭的支援及び医療サービス・子育て支援サービスの拡充・提供に取り組みます。また社会全体で

子育てに協力できる地域づくりを推進します。

·	幼児に対する歯科健康診査により歯の状態を把握し、虫歯予防のため歯ブラシ指導を実施するとともに、継続的に父母の子育て全般の相談窓口としての役

割を果たす。

項　目 目標値(A) 令和2年度状況 令和3年度実績 令和4年度実績 令和5年度実績 令和6年度実績

8



3-3 次世代を担う子どもたちの教育の充実

3-3-1 学力向上事業 [年間]

八丈町小学生平均点《国語》 54.0 点 61.7 点 59.0 点

全国小学生平均点《国語》 64.7 点 65.6 点 67.2 点

進捗率 83.5 ％ 94.1 ％ 87.8 ％

八丈町小学生平均点《算数》 66.0 点 61.7 点 55.0 点

全国小学生平均点《算数》 70.2 点 63.2 点 62.5 点

進捗率 94.0 ％ 97.6 ％ 88.0 ％

八丈町小学生平均点《理科》 63.0 点

全国小学生平均点《理科》 63.3 点

進捗率 99.5 ％

八丈町中学生平均点《国語》 75.0 点 70.3 点 75.0 点

全国中学生平均点《国語》 64.6 点 69.0 点 69.8 点

進捗率 116.1 ％ 101.9 ％ 107.4 ％

八丈町中学生平均点《数学》 65.0 点 46.0 点 53.0 点

全国中学生平均点《数学》 57.2 点 51.4 点 51.0 点

進捗率 113.6 ％ 89.5 ％ 103.9 ％

八丈町中学生平均点《理科》 53.0 点

全国中学生平均点《理科》 49.3 点

進捗率 107.5 ％

八丈町中学生平均点《英語》 55.0 点

全国中学生平均点《英語》 45.6 点

進捗率 120.6 ％

達成度

事業評価書

3-3-2 町立図書館の充実 [年間]

利用者数 8,000 人 8,303 人 6,537 人 9,141 人 10,960 人

進捗率 81.7 ％ 114.3 ％ 137.0 ％

達成度

事業評価書

令和7年度実績

5

3-3-2

3

3-3-1

·	子どもの読書活動を推進するために、図書館機能の強化や施設の整備を進めます。「本に出会い、本を知る」、「本に親しみ、本を生かす」、「本と生

き、本を伝える」ことができるように、読書活動、レファレンス業務を推進します。

·	「第3次八丈町子供読書活動推進計画」の策定に取組みます。

項　目 目標値 令和2年度状況 令和3年度実績 令和4年度実績 令和5年度実績 令和6年度実績

全国平均点以上 中止(コロナ)

調査なし 調査なし

全国平均点以上 中止(コロナ)

調査なし 調査なし

全国平均点以上 中止(コロナ)

全国平均点以上 中止(コロナ)

全国平均点以上 中止(コロナ)

調査なし 調査なし

令和7年度実績

全国平均点以上 中止(コロナ)

全国平均点以上 中止(コロナ)

基礎的・基本的な学力や多様で豊かな個性・想像力等の定着・向上を目指し、環境整備や個別最適化された学びを提供します。またGIGAスクール構想 の

実現を推進します。

·	教員の加配等により少人数クラスでの授業等を実施することで、基本的な学力をしっかりと身に付けられるよう、学力向上を目指した教育を推進します。

項　目 目標値 令和2年度状況 令和3年度実績 令和4年度実績 令和5年度実績 令和6年度実績

9



4-1 暮らしやすいまちづくりの推進

4-1-1 活力ある地域社会の形成 [年間]

職員による施策の作成数(政策会

議等への政策立案件数)
10 件 4 件 22 件 11 件 9 件

進捗率 220.0 ％ 110.0 ％ 90.0 ％

達成度

事業評価書

4-1-2 ごみ減量化と資源化推進等 [年間]

家庭系ごみ排出量(人・日) 998.00 g 1,016.29 g 1,010.71 g 1,038.65 g 982.05 g

進捗率 98.7 ％ 96.1 ％ 101.6 ％

コンポスト貸与数 150 個 152 個 126.0 個 133.0 個 77.0 個

進捗率 84.0 ％ 88.7 ％ 51.3 ％

ごみ総排出量 3,827.72 g 4,006.89 g 3,543.86 g 3,499.18 g 3,290.99 g

進捗率 108.0 ％ 109.4 ％ 116.3 ％

最終処分量 375.89 g 395.81 g 346.64 g 346.50 g 309.31 g

進捗率 108.4 ％ 108.5 ％ 121.5 ％

達成度

事業評価書

4-1-3 末吉多目的交流施設活用事業 [年間]

利用者数 500 人 42 人 143 人 904 人 1,129 人 人 人

進捗率 28.6 ％ 180.8 ％ 225.8 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

達成度

事業評価書 4-1-3

令和4年度実績 令和5年度実績 令和6年度実績 令和7年度実績

5

3

4-1-2

項　目 目標値(A) 令和2年度状況 令和3年度実績

令和6年度実績 令和7年度実績

4

4-1-1

·	可燃ごみの分別・排出方法の周知・徹底・生ごみ堆肥化容器の無料貸与等により、資源ごみの回収や生ごみの排出抑制及び資源化を図る施策等を検討・実

施します。

·	ごみ処理問題協議会において町民参画を得ながら、各種ごみ処理施設の整備更新を推進します。

·	新クリーンセンター建設と現施設跡地活用等による資源化の推進を図るとともに、排出量に応じた適正な処理手数料負担を求めることにより、ごみ減量化

や資源化等を推進します。

項　目 目標値 令和2年度状況 令和3年度実績 令和4年度実績 令和5年度実績

地域課題を解決できる人材の育成や環境に配慮したクリーンなまちづくりを推進し、より暮らしやすいまちを目指します。また地域資源を活用し交流の場

を創出することで、地域の活性化につなげます。

·	職員研修を行い、地域課題解決に向けた政策の企画立案ができる人材を育成します。

項　目 目標値 令和2年度状況 令和3年度実績 令和4年度実績 令和5年度実績 令和6年度実績 令和7年度実績

4 活力のある安心・安全な地域社会の形成

住みなれた地域で安心・安全に暮らすことができるまちづくりを健康長寿、環境保全、防災等、幅広い視点で取り組みます。特に、超高齢社会である本町

において、高齢者がいきいきと暮らすことが出来る地域社会を形成します。また交流人口増加や地域活性化に向けて、地域資源の活用を検討していきま

す。

10



4-2 安心して暮らせる地域づくり

4-2-1 災害に強いまちづくり事業 [年間]

防災訓練以外の個別防災講話件数 5 件 1 件 1 件 2 件 3 件

進捗率 20.0 ％ 40.0 ％ 60.0 ％

防災ツールを活用した自助活動実

施者
150 名 30 名 50 名 110 名 100 名

進捗率 33.3 ％ 73.3 ％ 66.7 ％

達成度

事業評価書

4-2-2 介護人材確保事業 [年間]

研修受講者数 10 名 6 名 12 名

進捗率 120.0 ％

介護従事者就業者数 171 名 171 名 186 名 154 名 158 名

進捗率 108.8 ％ 90.1 ％ 92.4 ％

達成度

事業評価書

4-2-3 認知症になっても安心して暮らせる地域づくり [年間]

認知症サポーター養成数 50 名 52 名 47 名 11 名 59 名

進捗率 94.0 ％ 22.0 ％ 118.0 ％

達成度

事業評価書

令和5年度実績 令和6年度実績 令和7年度実績

4

4-2-3

2

4-2-2

·	認知症サポーター講座等を開催し認知症の人や高齢者の理解推進のための取組を継続します。

·	徘徊高齢者ネットワーク事業や地域支援事業に基づく認知症総合支援等を実施し、認知症になっても安心して暮らせる地域づくりを進めます。

項　目 目標値(A) 令和2年度状況 令和3年度実績 令和4年度実績

令和6年度実績 令和7年度実績

研修なし 研修なし 検討中 検討中

項　目 目標値(A) 令和2年度状況 令和3年度実績 令和4年度実績 令和5年度実績

令和7年度実績

3

4-2-1

·	介護サービスを支える担い手の維持・確保に向けて、将来的な就労も見据えた介護職員初任者研修を実施します。また、資質の向上のための支援も行いま

す。

·	介護が必要になっても住み慣れた地域の中で暮らし続けることができるよう介護基盤の維持を図ります。

島しょ地域で頻発する災害を中心に対策を講じることで、町民が安心して暮らせる地域づくりを推進します。また超高齢社会にある本町の状況を鑑み、介

護サービスや関連施設の整備・拡充に取り組むことで、高齢者になってもいきいきと暮らせる地域を形成していきます。

·	災害に強いまちづくりを推進するため、避難所の充実や関係機関との連携による災害備蓄品の計画的設置、センサーやドローン等のICTを活用した土砂災

害対策を実施します。

·	国土強靭化地域計画を作成し、地域防災計画と連動することで、安心・安全な地域づくりを進めます。

·	町民に対しては、新たな災害種別のハザードマップを全戸配布することにより防災意識を啓発し、各地域の特性に合わせた災害種別の防災訓練を実施する

ことで、町民の自助・共助の意識向上を図ります。

項　目 目標値 令和2年度状況 令和3年度実績 令和4年度実績 令和5年度実績 令和6年度実績
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4-2-4 高齢者がいきいきと暮らす地域づくり [年間]

高齢者実態調査におけるほぼ毎日

外出する高齢者の割合
50.0 ％ 34.5 ％ 46.8 ％ 54.2 ％ 62.4 ％

進捗率 93.6 ％ 108.4 ％ 124.8 ％

65歳健康寿命(要介護2以上)《男性》 ±0　 歳 -0.29 歳 81.50 歳 81.62 歳

　　　〃　　　東京都平均 83.01 歳 82.83 歳

進捗率 98.2 ％ 98.5 ％

65歳健康寿命(要介護2以上)《女性》 ±0　 歳 -0.58 歳 85.98 歳 85.76 歳

　　　〃　　　東京都平均 86.19 歳 86.01 歳

進捗率 99.8 ％ 99.7 ％

シルバー人材センター会員数 274 名 274 名 267 名 259 名 248

進捗率 97.4 ％ 94.5 ％ 90.5 ％

達成度

事業評価書

4-2-5 八丈町がん検診受診勧奨事業 [年間]

精密検査受診率《胃がん》 90.0 ％ 71.0 ％ 50.0 ％ 80.0 ％ 85.7 ％

進捗率 55.6 ％ 88.9 ％ 95.2 ％

　　　〃　　　《肺がん》 90.0 ％ 93.3 ％ 79.3 ％ 76.5 ％ 72.7 ％

進捗率 88.1 ％ 85.0 ％ 80.8 ％

　　　〃　　　《大腸がん》 90.0 ％ 78.9 ％ 67.6 ％ 81.6 ％ 86.1 ％

進捗率 75.1 ％ 90.7 ％ 95.7 ％

　　　〃　　　《乳がん》 90.0 ％ 85.7 ％ 100.0 ％ 61.5 ％ 82.6 ％

進捗率 111.1 ％ 68.3 ％ 91.8 ％

　　　〃　　　《子宮頚がん》 90.0 ％ 100.0 ％ 66.7 ％ 58.3 ％ 50.0 ％

進捗率 74.1 ％ 64.8 ％ 55.6 ％

達成度

事業評価書

4-2-6 モバイルBU・S・PAの普及促進 [年間]

モバイルBU・S・PAの発行割合 50.0 ％ 25.0 ％ 39.0 ％ 43.1 ％ 31.3 %

進捗率 78.0 ％ 86.2 ％ 62.6 %

達成度

事業評価書

令和6年度実績 令和7年度実績

3

4-2-6

1

4-2-5

·	購入者の利便性を図り、入浴者数及びバス利用者増を図る。

項　目 目標値(A) 令和2年度状況 令和3年度実績 令和4年度実績 令和5年度実績

令和6年度実績 令和7年度実績

3

4-2-4

·	がんの早期発見、早期治療の重要性の周知強化（広報掲載や老人クラブでの呼びかけ、年代別勧奨通知送付等）を行い、町民の健康管理の意識高揚と健康

寿命の延伸を図ります。

項　目 目標値(A) 令和2年度状況 令和3年度実績 令和4年度実績 令和5年度実績

集計中

集計中

·	高齢者が目標と自主性をもって日常生活を楽しくいきいきと暮らすため、地域の中で自主活動グループを支援します。

·	高齢者の雇用機会創出や就労支援等、生涯現役促進の観点から関係機関との連携を図ります。

項　目 目標値(A) 令和2年度状況 令和3年度実績 令和4年度実績 令和5年度実績 令和6年度実績 令和7年度実績
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区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事 業 費 25,205 37,644 52,216
国 庫 支 出 金 17,939 25,378 33,750
都 支 出 金 — — —
そ の 他 — — —
一 般 財 源 7,266 12,266 18,466
区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
正 規 職 員 2 2 2
専 門 職 員 — — —
会計年度任用職員 — — —

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
必 要 性 — — A
有 効 性 — — A

効 率 性 — — B

総 合 — — A

農業担い手育成研修センターの拡充による受入れ枠の更なる増加、島内・島外に向け就農希望
者への事業の周知、研修センター卒業生による循環型農業者育成環境の確立を実施すると共
に、指導農業士の認定件数を増加し農業体験受入れ枠の更なる増加と農業体験事業の事業主体
（東京都農林水産振興財団）を通じて、新規就農希望者への事業の周知拡大が必要。

Ａ 改 善 案
上記課題による、新規就農希望者の増加に対する農業担い手育成研修センターの管理棟・作業
棟の整備、指導農業士の認定件数の増加による受入れ農家の拡充をおこなうことにより、多く
の新規就農者を輩出していく。

Ⅾ

具体的取組
八丈島農業担い手育成研修センター事業
農業体験事業（指導農業士による技術・経営指導の農業体験）

事業コスト
決算額
(千円)

従事職員数
(人)

Ⅽ

実績・効果

平成20年度より開設した研修センターは令和5年度時点で、卒業生含め７期生まで研修事業を
実施。（全体数18名のうち14名が島外者）約90％が独立自営就農者として地域の中心的農業
（農業委員、東京都指導農業士、研修センター指導員など）として活躍している。そのような
中、平成28年度より島内の基幹作物などに関する優良経営者を東京都指導農業士に推薦し任命
することで、東京都農林水産振興財団の協力のもと農業体験の受け入れを実施し新規就農者を
輩出した事例もある。
そのほか、八丈町ＨＰへの基幹作物の作業動画掲示による島内農業の情報発信をおこない、全
国の就農希望者を対象とした興味・関心の向上を図っている。

評　　価

課　　題

八丈島農業担い手育成研修セ
ンター事業

農業体験事業
新規就農者経営発展支援事業
補助金

八丈町事業評価書【令和5年度事業】

1-1-1

P

施 策 名 新規就農者支援・確保事業 対 象 者 新規就農希望者

目　　的 独立自営就農者の育成・確保

関係事業



区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事 業 費 281 0 0

国 庫 支 出 金 — — —

都 支 出 金 — — —

そ の 他 — — —

一 般 財 源 281 0 0

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

正 規 職 員 1 1 1

専 門 職 員 — — —

会計年度任用職員 — — —

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

必 要 性 — — Ａ

有 効 性 — — —

効 率 性 — — —

総 合 — — —

①人材を確保するための協議会の会議招集が難しく、かつ下手をすると新規１人のための協議
会開催の在り方に各者コスト・タイムの浪費感は否めない。
②特段の課題は見当たらないと見込まれる。

Ａ 改 善 案

①漁協・東京都の協力・同意が不可欠だが、新規漁業就業者のためには「船頭への助成」とす
る支援施策では無く、「新規就業者」への直接支援となる家賃助成事業や資格取得支援事業な
どの施策を検討する。
②八丈島漁業就業体験者においては、新規漁業就業者のみならず、八丈風土に親しみを受け、
他職就業でも移住する流れもあるため、継続して事業協力を進める。

Ⅾ

具体的取組

①漁業担い手協議会（開催時委員報酬有り）
⇒漁協より要請を受け、協議会を開催。新規就業者（乗り子）紹介及び指導船頭選出を行い、
船頭には請け負い日数分の講師謝礼を支払う。
②八丈島漁業就業体験（島しょ振興公社主体）
⇒島外漁業就業体験希望者を募り、公社・町・漁協職員との面談実施後３～５名程の希望者を
選出し、来島の上、底釣り等漁業を体験し、島の風土の理解と八丈島の漁業者との交流事業

事業コスト
決算額
(千円)

従事職員数
(人)

Ⅽ

実績・効果
①新規漁業就業者にとっては船頭からの指導は有意義なものであったと見込まれる。
②毎年１人は公社漁業就業体験を通じて、八丈船頭からの就業勧誘に応じる参加者がいるとの
こと。

評　　価

課　　題

八丈町事業評価書【令和5年度事業】

1-1-2

P

施 策 名 漁業担い手確保・雇用促進事業 対 象 者 新規漁業就業希望者

目　　的 新規就業者・後継者の確保

関係事業
漁業担い手協議会 八丈島漁業就業体験



区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事 業 費 205 152 115

国 庫 支 出 金 — — —

都 支 出 金 — — —

そ の 他 205 152 115

一 般 財 源

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

正 規 職 員 3 3 3

専 門 職 員 — — —

会計年度任用職員 — — —

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

必 要 性 — — Ａ

有 効 性 — — Ａ

効 率 性 — — Ｂ

総 合 — — Ａ

島内の農地利用意向の確認による農地の確保、農地流動化による遊休化・荒廃化の抑制及び生
産性の高い状態での農地流動化による、新規就農者や就農希望者の農業へ参画しやすく早期で
の経営基盤確立が出来る環境づくり。

Ａ 改 善 案

ホームページや広報等での農地流動化に関連する事業周知及び『農活』事業の更なる情報発信
による就農希望者の召致等による新規就農者の確保をおこない、八丈町農業担い手育成研修セ
ンターの規模拡充、指導農業士を増やすことによる農業体験強化による人材の確保・育成を実
施するとともに、農地の流動化による遊休化・荒廃化の抑制をおこなう。

Ⅾ

具体的取組
農地中間管理事業（農地の貸借）
農地仲介制度（農地の売買・貸借）

事業コスト
決算額
(千円)

従事職員数
(人)

Ⅽ

実績・効果

農地の流動化について、農地利用集積計画及び農地中間管理事業による流動化の実施による実
績は都内１位の流動化面積であり、令和５年実績６４件１６haとなっており、うち２１件８
haが新規就農者等（担い手）に繋げられた。
また、令和４年度から実施している農地仲介制度（町独自事業）による農地の
 情報の掘起しによる実績も生まれている。

評　　価

課　　題

八丈町事業評価書【令和5年度事業】

1-1-3

P

施 策 名 農地流動化の促進 対 象 者 農業者

目　　的 島内農地の流動化による遊休化・荒廃化の抑制

関係事業
農地中間管理事業 農地仲介制度



区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事 業 費 68,433 149,455 199,730

国 庫 支 出 金 — — —

都 支 出 金 30,365 111,188 135,495

そ の 他 — — —

一 般 財 源 38,068 38,267 63,235

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

正 規 職 員 — — 2

専 門 職 員 — — —

会計年度任用職員 — — —

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

必 要 性 — — Ａ

有 効 性 — — Ａ

効 率 性 — — B

総 合 — — Ａ

　

島内の生産者の減少に伴う生産量の減少は緩やかながら起きている。
八丈島共撰共販出荷組合の体制強化による出荷先市場への安定供給が必要不可欠である。
生産者の生産意欲の向上維持

Ａ 改 善 案

農業者への支援事業の活用による、生産施設整備の強化による、更なる生産性と品質の向上を
図り、市場から八丈島産の出荷物に対する評価を得ることにより商品単価を上げることで、農
業者の生産意欲を高める等の相乗効果を図る。
八丈島共撰共販出荷組合へ引続き支援をしながら共撰共販体制を強化しながら出荷先市場から
の需要に対する安定供給を実施することで出荷先の拡充や出荷量の増加を目指す。

Ⅾ

具体的取組
八丈島共撰共販出荷組合補助金（共撰共販事業への一部補助）
山村離島施設整備事業補助金（生産・作業施設の整備、農業用機械の導入）

事業コスト
決算額
(千円)

従事職員数
(人)

Ⅽ

実績・効果

農業者への支援事業等の活用、農業協同組合への支援により、農業生産額はここ数年では島内
全体で２０億前後となっている。農業者への事業活用による 農地の再生、施設整備をおこなう
ことで生産量の確保、品質向上による単価の安定化を図っている。
また、八丈島共撰共販出荷組合への支援をおこなうことで、農協の出荷体制強化をおこない、
市場への信頼を得ることで安定した需要を生み出している。

評　　価

課　　題

八丈島共撰共販出荷組合補助
金

山村離島施設整備事業補助金

八丈町事業評価書【令和5年度事業】

1-1-4

P

施 策 名 八丈町農業生産額の増加 対 象 者 農業者

目　　的
農業者への支援事業等を活用し、生産意欲・生産量・品質を向上させると共に
農業協同組合の支援実施による、農業者と農業協同組合の能力と機能の向上

関係事業



区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事 業 費 39,681 37,645 39,303

国 庫 支 出 金 — — —

都 支 出 金 — — —

そ の 他

一 般 財 源 — — —

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

正 規 職 員 1 1 1

専 門 職 員 — — —

会計年度任用職員 — — —

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

必 要 性 — — A

有 効 性 — — B

効 率 性 — — B

総 合 — — B

学校給食は食数が多く、少量での献立は難しい。まとまった量且つ安定供給が必須となる。地
場産物は不漁や天候の影響に大きく左右されるため、新しい地場産物の利用方法の検討が課題
である。

Ａ 改 善 案 地場産物の取入種類の拡大と献立開発を検討していく。

Ⅾ

具体的取組

地場産の食材を地元の事業者（農協、漁協、個人経営者等）から買い付け、給食のメニューに
使用している。「ムロ節ごはん」「ムロのすり身汁」「メジマグロのメンチカツ」「パッショ
ンフルーツ」「明日葉アゲパン」「かんも汁」「八丈ジャージー牛乳」などを学校給食で提供
している。

事業コスト
決算額
(千円)

従事職員数
(人)

Ⅽ

実績・効果
加工性の良さやメインにもなるため「魚」の使用料が多い。しかし、不漁の影響が続いてお
り、使用量を増やすことが難しくなっている。地場産物の野菜の量を増やし、メニューにも使
用していたが、魚と比べて価格も安いため微増にとどまった。（金額ベースでの比較）

評　　価

課　　題

八丈町事業評価書【令和5年度事業】

1-1-5

P

施 策 名 島食材の学校給食への活用事業 対 象 者
八丈町立学校の小中学生、生
産者

目　　的
地元生産者と関係機関の連携を強化し、島の食材を取り入れた安心安全な給食を提供すること
で地産地消率の向上を図り、子供たちの健全育成への貢献と生産者への収益確保を目指す。

関係事業
給食事業

39,681 37,645 39,303



区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事 業 費 1,324 1,620 1,620

国 庫 支 出 金 — — —

都 支 出 金 — — —

そ の 他 — — —

一 般 財 源 1,324 1,620 1,620

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

正 規 職 員 1 1 1

専 門 職 員 — — —

会計年度任用職員 — — —

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

必 要 性 — — B

有 効 性 — — B

効 率 性 — — B

総 合 — — B

担い手者数が増えて、引退者分の生産量を賄えれば良いのだが、総会資料中からは組合員方へ
のまだまだ増産への協力を求めていることから、「生産量」も当施策で加味すべきかと見込ま
れる。

Ａ 改 善 案 組合事務局とのヒアリング行い、生産量の目標値に加味できるように考える。

Ⅾ

具体的取組
織子就業希望者を、黄八丈協同組合へ案内し、指導者織子とのマッチング行う。指導者へは指
導時間に応じて謝礼を支払う形態。下記事業コスト「黄八丈振興対策事業費補助金」は一概に
人材育成のみならず、組合の販促費や周知費も補助対象としている。

事業コスト
決算額
(千円)

従事職員数
(人)

Ⅽ

実績・効果
年1～3人ほど織子経験者を増やしている。
R５組合総会資料　組合員数　49名

評　　価

課　　題

八丈町事業評価書【令和5年度事業】

1-2-1

P

施 策 名 黄八丈織物の後継者確保・育成 対 象 者 黄八丈共同組合

目　　的
伝統工芸品である黄八丈織物の技術を保存するとともに、高齢化による担い手不足の解消を目
指す。

関係事業
黄八丈振興対策事業



区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事 業 費 1,324 1,620 1,620

国 庫 支 出 金 — — —

都 支 出 金 — — —

そ の 他 — — —

一 般 財 源 1,324 1,620 1,620

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

正 規 職 員 1 1 1

専 門 職 員 — — —

会計年度任用職員 — — —

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

必 要 性 — — B

有 効 性 — — B

効 率 性 — — B

総 合 — — B

販売目標金額の回復については各コスト増もあって、販売金額を底上げしたことの影響が見込
まれる。

Ａ 改 善 案
今後もインフレは進んでいくことを考慮した場合には、現在の年間目標販売金額47,000千円
は当然に超えられる目標数値かと見込まれる。組合とも協議の上、物価上昇による販売額の上
昇分を今後の目標設定に加味していく。

Ⅾ

具体的取組

東京都伝統工芸品展、銀座名匠市、関東ブロック伝統工芸品展等の展示会への参加し、PR活動
を行い、都内展示即売会への参加も行っている。下記事業コスト「黄八丈振興対策事業費補助
金」は一概に販促・周知費のみならず、組合員（織子）の人材育成も補助対象となっている。

事業コスト
決算額
(千円)

従事職員数
(人)

Ⅽ

実績・効果
年間目標販売金額を47,000千円とし、コロナ禍では一時目標額下回ったが、令和３年頃より
回復してきている。

評　　価

課　　題

八丈町事業評価書【令和5年度事業】

1-2-2

P

施 策 名 黄八丈織物の販売促進・認知向上 対 象 者 黄八丈共同組合

目　　的 黄八丈織物の認知度の向上により販売額の増加を図る。

関係事業
黄八丈振興対策事業



区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事 業 費 613 1,398 2,216

国 庫 支 出 金 — — —

都 支 出 金 — — —

そ の 他 — — —

一 般 財 源 613 1,398 2,216

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

正 規 職 員 4 4 4

専 門 職 員 — — —

会計年度任用職員 — — —

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

必 要 性 — — B

有 効 性 — — B

効 率 性 — — B

総 合 — — B

夏季期間は台風等の影響により、直前でのキャンセルが課題となっている。

Ａ 改 善 案 夏季期間以外の提案。中止となった際における代替日程を提案しての事業進行。

Ⅾ

具体的取組
・スポーツ合宿サポート業務委託
・SNSを活用しての事業周知

事業コスト
決算額
(千円)

従事職員数
(人)

Ⅽ

実績・効果

コロナ禍を経て、問い合わせ件数も着実に増えてきており、台風によるキャンセルもあった中
で9団体実施。【助成あり】小学生サッカー２件、中学生サッカー、高校野球、小学生バレー、
小中高剣道、中高大学アルティメット【助成なし】シニア太極拳、大学トライアスロン
373名

評　　価

課　　題

八丈町事業評価書【令和5年度事業】

1-3-1

P

施 策 名 スポーツ合宿誘致事業 対 象 者 島外団体

目　　的
既存の施設(南原スポーツ公園、富士グラウンド、学校体育館等)を活用し、様々な種目のスポー
ツ合宿をサポートすることで関係人口の拡大を図る。

関係事業
スポーツ合宿誘致事業



区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事 業 費 5,721 8,652 8,676

国 庫 支 出 金 — — —

都 支 出 金 — — —

そ の 他 — — —

一 般 財 源 5,721 8,652 8,676

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

正 規 職 員 4 4 4

専 門 職 員 — — —

会計年度任用職員 — — —

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

必 要 性 — — B

有 効 性 — — B

効 率 性 — — B

総 合 — — B

イベントによる誘客のスキームは出来上がっているが、イベントで来島した方がお金を落とす
スキームが出来ていないため、観光消費額の向上が課題である。

Ａ 改 善 案
実施主体に民間事業者を介入させることで、より柔軟でアイディアに富んだイベントに昇華で
きる可能性がある。

Ⅾ

具体的取組
フリージアまつり（令和6年3月23日～4月7日　参加者5,707名）
パブリックロードレース（令和6年1月7日　参加者数575名）
サーフィン大会（令和5年12月17日　参加者数43名）

事業コスト
決算額
(千円)

従事職員数
(人)

Ⅽ

実績・効果
フリージアまつり、パブリックロードレースは観光客誘致の観点から八丈島に欠かすことので
きないイベントとなっている。サーフィン大会は主たる目的として.イベントに参加するプロ
サーファーのSNS発信により効果がある。

評　　価

課　　題

八丈町事業評価書【令和5年度事業】

1-3-2

P

施 策 名 観光イベントによる観光振興・地域活性化事業 対 象 者 島外者・島内在住者

目　　的 町民や関係団体と協働した観光イベント開催を推進し、地域の活性化を図る。

関係事業
観光運営事業 フリージアまつり事業



区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事 業 費 8,932 19,670 17,515

国 庫 支 出 金 — — —

都 支 出 金 — — —

そ の 他 — — —

一 般 財 源 8,932 19,670 17,515

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

正 規 職 員 4 4 4

専 門 職 員 — — —

会計年度任用職員 — — —

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

必 要 性 — — B

有 効 性 — — C

効 率 性 — — B

総 合 — — B

予算上限を設定していない点。足らなくなったら補正で対応という方法を行い続けている。

Ａ 改 善 案 予算上限の設定・ツアー事業者への周知強化。

Ⅾ

具体的取組
団体ツアー（10名以上）を実施する事業者に対し、貸切バス使用料の一部補助等の支援を行
う。

事業コスト
決算額
(千円)

従事職員数
(人)

Ⅽ

実績・効果
国外旅行が復活の兆しを見せ、国内旅行は団体旅行から個人旅行へ旅行形態がシフトしている
中で、本事業は全国的に稀有な事業であるため、旅行会社からの反応は良く、下降線は緩やか
なものとなっている。5,679名。

評　　価

課　　題

八丈町事業評価書【令和5年度事業】

1-3-3

P

施 策 名 団体集客事業 対 象 者 旅行会社・ツアー事業者

目　　的 貸切バス使用料の一部補助を行うことでの団体観光客の誘客。

関係事業
観光運営事業



区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事 業 費 7,626 8,233 9,344

国 庫 支 出 金 — — —

都 支 出 金 152 250 186

そ の 他 — — —

一 般 財 源 6,523 7,873 8,831

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

正 規 職 員 1 1 1

専 門 職 員 — — —

会計年度任用職員 2 2 2

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

必 要 性 — — B

有 効 性 — — B

効 率 性 — — B

総 合 — — B

・歴史民俗資料館における解説案内の統一化
・文化財の調査研究における人材確保と後継者育成

Ａ 改 善 案

・解説案内については、Webコンテンツにより「深堀り解説」等の整備と充実を図り、来館者
へ統一された解説案内のサービスを提供する。
・文化財、歴史民俗の調査研究および島内外に八丈島の魅力的な歴史、文化を発信する機会を
積極的に設けていくため、地域おこし協力隊による学芸員の確保を行う。

Ⅾ

具体的取組

・八丈島の歴史民俗資料を収集、保管、展示し、八丈島の人々のくらしや歴史等の理解を島内
外の人に深めてもらうため、資料館を運営。旧歴史民俗資料館の改修工事については、その工
事状況を「進捗状況」として月に１回HPにて発信。
・大里地区玉石垣保存会へ補助金を交付し、玉石垣の保存に対する地域住民の意識醸成や保存
技術者の育成を図る。
・八丈方言のかるた大会や八丈方言を用いた発表を大会形式で開催。消滅の危機にある八丈方
言にふれあい、体験する機会を島内外者へ向けて設定。方言大会後にYouTube配信を実施。

事業コスト
決算額
(千円)

従事職員数
(人)

Ⅽ

実績・効果

・来館者数は、前年度比で261人微減した。
・玉石垣保存会の事業計画がなかったため、実施はなし。
・かるた大会、方言大会と合わせ282人の参加があった。特に方言大会ではそれぞれの立場か
ら方言継承について独自性のアプローチがあり、様々な世代の交流と方言の継承を達成でき
た。

評　　価

課　　題

八丈町事業評価書【令和5年度事業】

1-3-4

P

施 策 名 文化財保全・活用計画の策定 対 象 者 島内外者

目　　的
文化財の保全と活用を並行して文化財データベース公開等の情報発信を行うことで、島内外の人々に島
の良さを認知させ、地域の活性化と交流人口の増加につなげる。

関係事業
歴史民俗資料館運営事業 大里地区玉石垣保存会補助金交付事業 伝統文化体験事業



区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
事 業 費 — — —
国 庫 支 出 金 — — —
都 支 出 金 — — —
そ の 他 — — —
一 般 財 源 — — —
区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
正 規 職 員 1 1 1
専 門 職 員 — — —
会計年度任用職員 — — —

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
必 要 性 — — A
有 効 性 — — A
効 率 性 — — A

総 合 — — A

・採用報告書を提出することになっているが、未申請の可能性がある。
・申請件数は増えているが、同事業者からの申請が増加している。

Ａ 改 善 案
・掲載の申請方法をロゴフォームで行い窓口の混雑緩和及び申請者の利用促進につなげる。
・おしごと掲示板による採用件数を把握する為、事業者へ採用件数の確認をする。
・七島新聞への掲載も開始し広報手段の拡大を行う。

Ⅾ

具体的取組 おしごと掲示板ホームページ掲載

事業コスト
決算額
(千円)

従事職員数
(人)

Ⅽ

実績・効果
申請件数、令和３年度52件、令和４年度106件、令和５年度125件、増加している。
採用報告の件数は、5件である。

評　　価

課　　題

八丈町事業評価書【令和5年度事業】

2-1-1

P

施 策 名 八丈島おしごと掲示板（WEB） 対 象 者 求職者

目　　的
八丈町内の求人情報を八丈町ホームページ等に掲載することにより、町内の雇用安定と、U
ターン及びIターン者の町内での就労を推進することにより、産業振興、定住促進に寄与するこ
とを目的とする。

関係事業
地域活性化対策事業



区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
事 業 費 — — 350
国 庫 支 出 金 — — —
都 支 出 金 — — —
そ の 他 — — —
一 般 財 源 — — 350
区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
正 規 職 員 1 1 1
専 門 職 員 — 1 —
会計年度任用職員 — — —

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
必 要 性 — — A
有 効 性 — — A
効 率 性 — — B
総 合 — — A

・準備中表示のコンテンツがあり。
・開設を行った令和4年度に比べ、令和5年度のアクセス数が減少している（合計アクセス数令
和5年度12,216：前年比▲約36％）。特にトップページの閲覧数が減少している（令和5年
度4,895件：前年比▲約52％）。

Ａ 改 善 案

・「八丈物語」の認知度を上げるため、「八丈物語」の内容の充実を図り、定期的な情報発信
を行う。
・移住希望者が必要とするコンテンツの充実を図る。
・移住希望者のニーズに沿った目的別の情報の発信を引き続き行う。

Ⅾ

具体的取組
移住に関する情報を集約したサイト「八丈物語」を開設し移住希望者のための各種サイトへの
コンテンツを追加する。

事業コスト
決算額
(千円)

従事職員数
(人)

Ⅽ

実績・効果

令和4年度に移住に関する情報をまとめた八丈町公式HP内に「八丈物語」を開設した。令和5
年度は「八丈町に引っ越しされた時の主な手続き一覧」のコンテンツを追加。該当ページ（第
７章）の閲覧数は前年比＋33％の1,091件となった。今後も、制度や事業、取組等と合わせな
がら「八丈物語」の内容充実を図り、移住者増へと繋げる。

評　　価

課　　題

八丈町事業評価書【令和5年度事業】

2-2-1

P

施 策 名 移住定住に関する情報発信 対 象 者 八丈町

目　　的
Webサイトや動画コンテンツを活用し、移住定住希望者のニーズに沿った目的別の情報提供を
行うことで、本町への移住者増加を図ります。

関係事業
移住・定住促進事業



区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
事 業 費 108 1,159 154
国 庫 支 出 金 — — —
都 支 出 金 — — —
そ の 他 — — —
一 般 財 源 108 1,159 154
区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
正 規 職 員 1 1 1
専 門 職 員 — 1 —
会計年度任用職員 — — —

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
必 要 性 — — A
有 効 性 — — A
効 率 性 — — B
総 合 — — A

・効果的な相談の受付体制が構築できていない
・定住に向けた移住後のサポート体制が構築できていない
・住まいの課題（住居の数はあるが、不動産事業者への物件情報には出てこない。）

Ａ 改 善 案

・地域おこし協力隊員が、先輩移住者として移住に至るまでの伴走的な支援を行うとともに、
移住後のご相談にも応じながら移住者にあったコミュニティ（スポーツや文化団体等）へ繋ぐ
などのサポートを行う。
・掲載希望をいただいた不動産事業者については「八丈物語」へ掲載する。
・希望者とは一緒に住宅探しを行うなどに取り組む。　　　　　今後、定住につなげるため、
具体的な条件に対して相談ができる体制を地域おこし協力隊を実働部隊として整備することに
より「訪れたい町」から「住みたい町」への変容に取り組む。

Ⅾ

具体的取組
移住や島暮らしについて、随時相談を受け付け相談者へ提供する移住ガイドブックの内容を適
宜更新するとともに空き家利活用を目的として空き家の実態調査を行い、有用な情報を移住希
望者へ提供する仕組みを構築することで移住の促進につなげます。

事業コスト
決算額
(千円)

従事職員数
(人)

Ⅽ

実績・効果
令和4年度に「八丈物語」を開設し移住情報提供のオートメーション化を図り、メールや電話等
での問い合わせが増加。社会増減数は令和4年以降増に転じている（令和4年：14人の社会
増、令和5年：42人の社会増）。

評　　価

課　　題

八丈町事業評価書【令和5年度事業】

2-2-2

P

施 策 名 移住相談 対 象 者 移住希望者

目　　的
移住希望者からの移住や島暮らしについての相談を随時受け付けることで、本町への移住・定
住促進を図ります。

関係事業
移住・定住促進事業



区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
事 業 費 7,264 6,708 16,725
国 庫 支 出 金 — — —
都 支 出 金 — — —
そ の 他 — — —
一 般 財 源 7,264 6,708 16,725
区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
正 規 職 員 1 1 1
専 門 職 員 — — —
会計年度任用職員 2 3 4

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
必 要 性 — — A
有 効 性 — — B
効 率 性 — — B
総 合 — — B

・任期終了に伴う事業の引継ぎ
・隊員の定住に向けた孤立化（物理的、精神的）の軽減
・隊員の確保に向け島外への募集の強化

Ａ 改 善 案
町民の認知度向上に向け組織的運用を整備し、「八丈島を盛りあげ隊」略して八盛隊を結成し
認知度の向上を図る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        ま
た、隊員が横断的に活動できるよう隊員の活動ミッションを拡大する。

Ⅾ

具体的取組
隊員（八盛隊）のミッションとして、「旧末吉小学校の利活用」「エコツーリズムの推進」
「再生可能エネルギーの利用促進」「八丈町町広報の推進」に取り組んでいる。

事業コスト
決算額
(千円)

従事職員数
(人)

Ⅽ

実績・効果

これまで任期満了等で退任した隊員は6名で、うち4名(66％)が継続し島内で居住(国平均
65％)、黄八丈の織子として就業、ビジターセンターへ就労、島内で新規事業の創業、放課後
こどもプラン指導員として活躍、この他、地域コミュニティ活動への積極的な参加など、地域
の担い手として幅広く活躍。

評　　価

課　　題

八丈町事業評価書【令和5年度事業】

2-2-3

P

施 策 名 地域おこし協力隊の導入 対 象 者 地域おこし協力隊希望者

目　　的
移住定住の推進を図るとともに、地域の課題解決に向けた取組を、地域の担い手として実施す
ることで地域の活性化を図る。

関係事業
地域おこし協力隊事業



区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
事 業 費 — — 1,000
国 庫 支 出 金 — — —
都 支 出 金 — — —
そ の 他 — — —
一 般 財 源 — — 1,000
区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
正 規 職 員 1 1 1
専 門 職 員 — — —
会計年度任用職員 — — —

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
必 要 性 — — D
有 効 性 — — D
効 率 性 — — D
総 合 — — D

取組と実績からも察せられると見込まれるが、参加者数が定員到達していないことが課題と捉
えられる。

Ａ 改 善 案 事業事務局とも相談の上、応募周知方法の拡充を検討する。

Ⅾ

具体的取組
年１回、八丈町商工会が事務局主体にて主催する２泊３日の「出会いの場」を設ける事業費を
補助。参加資格は島内男性・女性、島外女性、おおむね２５～４５歳の範囲が参加資格とな
り、事業規模（参加人数最大数）は、男女先着１５名ずつの規模としている。

事業コスト
決算額
(千円)

従事職員数
(人)

Ⅽ

実績・効果

目標値は事業年度累計１０組を掲げていたが、コロナ禍の令和３・４年度に事業自粛により、
目標未到達の結果となった。ただし、５年度より事業が再開され、男性１０名・女性８名参加
する中、成立３組との結果になった。
【参考：６年度実績報告書中　過去９回当事業の積み上げ　８組の婚姻　９人の出生】

評　　価

課　　題

八丈町事業評価書【令和5年度事業】

3-1-1

P

施 策 名 婚活事業 対 象 者 島内独身男性女性

目　　的
八丈島に嫁ぎたい島外独身女性を招き、島内独身女性も交え、島内独身男性との「出会い・ふ
れあいの場」を設け、若い世代の結婚の支援事業を補助。

関係事業
八丈島ふれあい交流事業



区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
事 業 費 2,578 2,153 1,966
国 庫 支 出 金 — — —
都 支 出 金 — — —

そ の 他 — — —
一 般 財 源 2,578 2,153 1,966
区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
正 規 職 員 — — —
専 門 職 員 4 4 4
会計年度任用職員 7 7 7

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
必 要 性 — — A
有 効 性 — — A
効 率 性 — — B
総 合 — — B

Ａ 改 善 案
受診できなかった幼児については、理由を把握し、各家庭の事情に応じた対応を行う。
また、育児パッケージやギフト券を配布するとともに受診の意義を周知する。

Ⅽ

実績・効果
受診率は、小自治体の特徴として96.2％となっている。妊娠から出産、育児、就学まで、対象
者と継続した関係性の確立できており切れ目のない支援が実現できている。

評　　価

課　　題
集団検診のため、保護者の都合で受診できない場合の方や歯科検診の必要性を理解していない
方もおり受診させない家庭がある。

Ⅾ

具体的取組
各月齢に応じ検診を確実に受けることができるように個別に通知を行い、問診、診察、指導内
容、相談内容に応じて個別サポートプランを作成し指導を実施。

事業コスト
決算額
(千円)

従事職員数
(人)

八丈町事業評価書【令和5年度事業】

3-2-1

P

施 策 名 幼児歯科健康診査の実施 対 象 者 八丈住民の全幼児

目　　的
歯、歯茎、歯並びなどや粘膜の状態を確認し、保護者の方へ現状を説明し将来的な口内トラブ
ルを予防する。

関係事業

１歳歯科健診計測会 1歳6か月児健康診査 ２歳歯科健康診査
３歳児健康診査 ４歳歯科健康診査 ５歳児健康診査



区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
事 業 費 — — —
国 庫 支 出 金 — — —
都 支 出 金 — — —
そ の 他 — — —
一 般 財 源 — — —
区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
正 規 職 員 3 3 3
専 門 職 員 — — —
会計年度任用職員 1 1 1

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
必 要 性 — — B
有 効 性 — — B
効 率 性 — — B
総 合 — — B

新生児訪問には、保健師や助産師などの専門職が必要であり、今後は専門職不足になった場合
は現行の方法では維持できなくなる。

Ａ 改 善 案 専門職が充足しない場合でも全件実施を行えるように計画する。

Ⅾ

具体的取組
出産後原則28日以内に保健師などによる新生児訪問を実施し、母子の健康状態の確認と同時に
日常の不安を相談することで精神的不安をケアする。また、育児に関する養育環境の確認し健
全な状態で育児ができるようにサポートする。

事業コスト
決算額
(千円)

従事職員数
(人)

Ⅽ

実績・効果
受診率は全体で96.2％であり、小規模な自治体の特徴として、妊娠から出産、育児、就学まで
対象者と支援者の継続した関係性が保たれ切れ目のない支援につながっている。

評　　価

課　　題

八丈町事業評価書【令和5年度事業】

3-2-2

P

施 策 名 出産・子育関連事業 対 象 者
八丈住民で出産後28日以内の
母子（原則）

目　　的
新生児訪問は、新生児の保護者に対し、育児の心構えと正しい育児技術及び必要な事項につい
て指導する。新生児の発育、栄養、環境、疾病予防に留意し適切な措置を行い新生児の健康の
保持増進を図る。

関係事業
出産・子育関連事業 



区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
事 業 費 — — 4,908
国 庫 支 出 金 — — —
都 支 出 金 — — 4,908
そ の 他 — — —
一 般 財 源 — — —
区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
正 規 職 員 — — —
専 門 職 員 35 30 27
会計年度任用職員 37 37 30

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
必 要 性 — — B
有 効 性 — — B
効 率 性 — — B
総 合 — — B

未満児保育のニーズが増えており、保育士の退職等による慢性的な人材不足から受入れ体制が
確保できず、令和6年度当初で2名の待機児童が発生している。年度途中からの転入による新規
申込や入園できる月齢に達した児童の申込みにより待機児童は当初より増えると推測される。

Ａ 改 善 案
保育士の人材確保するために民間人材紹介企業を活用した保育士募集の検討、人材派遣企業へ
の相談を行い保育士の離職率の低減させる。

Ⅾ

具体的取組

·	民間人材紹介企業を活用した保育士募集の拡大、再雇用支援・臨時雇用者の正式採用促進や
町の補助制度を活用し人員確保に努め、保育所待機児童ゼロを目指すための体制を整備しま
す。
·	同一世帯のきょうだい児が同時期に入園している場合は、保育料を減免し、多子世帯の経済
的負担を軽減します。

事業コスト
決算額
(千円)

従事職員数
(人)

Ⅽ

実績・効果
・保育士募集した。しかし、退職者もいたことにより待機児童2名が発生した。
・町補助での保育士資格取得事業は令和5年度は申込がなかったため行っていない。

評　　価

課　　題

保育所待機児童ゼロを目指す
(待機児童ゼロの維持)

八丈町事業評価書【令和5年度事業】

3-2-3

P

施 策 名
保育所待機児童ゼロを目指す(待機児童ゼロの
維持)

対 象 者
保育士又は保育職を希望する
者、多子世帯

目　　的 保育士の確保に努め、待機児童解消を図る。

関係事業



区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
事 業 費 28,924 30,237 31,035
国 庫 支 出 金 429 132 138
都 支 出 金 12,305 12,030 12,017
そ の 他 892 1,372 1,464
一 般 財 源 15,298 16,703 17,416
区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
正 規 職 員 — — —
専 門 職 員 4 4 4
会計年度任用職員 4 4 6

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
必 要 性 — — B
有 効 性 — — B
効 率 性 — — B
総 合 — — B

利用者の増加が見込まれるが利用者満足度調査未実施のため今後の事業拡大が必要な状況か判
断できない。

Ａ 改 善 案
利用者満足度調査をもとに、事業内容を精査し拡大が必要な場合は、配置職員の適正人数の確
保を図る。

Ⅾ

具体的取組

・	0歳から未就学児の子どもと親を対象に交流の場を提供し、子育て情報の提供や一時預かり事
業等を行います。
・	子育て世代包括支援センターとの連携を図り、子どもや子育て家庭の抱える不安や悩みの相
談に応じ、子育て家庭の孤立の防止や、社会全体で子育てに協力できる地域づくりを進めま
す。

事業コスト
決算額
(千円)

従事職員数
(人)

Ⅽ

実績・効果
令和2～3年度までコロナ過の影響で減少していた一時預かりの利用者は、令和4年度より回復
傾向にあり対前年比83人増となる。

評　　価

課　　題

八丈町事業評価書【令和5年度事業】

3-2-4

P

施 策 名 子ども家庭支援センターの利用拡大 対 象 者 子育て世帯

目　　的
・子ども・子育てに家庭の抱える不安や悩みの相談
・未就学児の子どもと親に交流の場を提供

関係事業
子ども家庭支援センターの利用拡大



区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
事 業 費
国 庫 支 出 金
都 支 出 金
そ の 他
一 般 財 源
区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
正 規 職 員 1 1 1
専 門 職 員 18 21 21
会計年度任用職員 — — —

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
必 要 性 — — B
有 効 性 — — B
効 率 性 — — B
総 合 — — B

小学生のおいては全国平均を令和3･4･5年度で下回っている。この調査はあくまで学力の特定
の一部分であり、単に平均点のみでの評価は難しい部分がある。

Ａ 改 善 案

「授業改善推進プラン」の改定を学校に呼びかけ、基礎学力定着に向けた授業計画を推進す
る。また、教育委員会においてはＩＣＴ教材（デジタル教科書、学習アプリ等）や教職員の研
修の機会を学校に提供し、可視化したわかりやい授業が展開できるように努める。
東京都の担当指導主事と連携し、基礎学力の定着のため、課題分析に継続して努める。

Ⅾ

具体的取組
国（文部科学省）が実施する「全国学力・学習状況調査」を毎年実施。小学校6年、中学校3年
が対象。各学校毎に学力向上を図るための「授業改善推進プラン」を作成しており、学年、教
科毎の課題に対しての具体的な授業改善を行っている。

事業コスト
決算額
(千円)

従事職員数
(人)

Ⅽ

実績・効果
小学校においては全国平均を下回り、中学校においては全国平均を上回った。GIGAスクール構
想によりICT機器を導入して3年が経過するが、ICT機器を駆使した視覚的・多角的な授業も浸
透しつつあり、その成果が「中学校」で発揮しつつあると考えられる。

評　　価

課　　題

なし

（文部科学省）
全国学力・学習状況調査

各学校運営事業

八丈町事業評価書【令和5年度事業】

3-3-1

P

施 策 名 学力向上事業 対 象 者 八丈町立学校の小中学生

目　　的
児童生徒における学力向上を推進するため、「全国学力・学習状況調査」において全国平均を
上回る。

関係事業



区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
事 業 費 — — 10,663
国 庫 支 出 金 — — —
都 支 出 金 — — —
そ の 他 — — —
一 般 財 源 — — 10,663
区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
正 規 職 員 — — 2
専 門 職 員 — — 0
会計年度任用職員 — — 6

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
必 要 性 — — Ａ
有 効 性 — — Ａ
効 率 性 — — Ｂ
総 合 — — Ｂ

・ブックスタート事業：絵本の提供に加え、読み聞かせの実施。
・学校支援：図書館と学校との連携。
・各読書活動：内容の充実、新しい取り組みの導入。
・図書館内の整備：蔵書整理、企画の立案と実施。

Ａ 改 善 案

・ブックスタート事業は実施体制と整え、読み聞かせを体験してもらう。また、保護者の本に
関する相談にも対応していく。
・学校支援：教育関連資料の充実、教材準備、体制の構築を推進し、学校に対して支援業務の
周知を図っていく。
・各読書活動で実施している既存の内容や体制の見直しを行い、協力団体と連携して内容の充
実を図る。
・図書館運営について、利用者の意見や集計資料を根拠とし、蔵書整理や環境の整備を行う。
また、対外的に図書館からの情報発信を推進する。

Ⅾ

具体的取組

・3～4か月乳児健診時、赤ちゃんと保護者にあたたかい絵本のひとときを届ける「ブックス
タート」事業（絵本の提供のみ）を実施。
・毎月第2土曜日に図書館こどものほんのへやにおいて、各地域文庫と協働で本の読み聞かせを
する「おはなし会」を実施。
・蔵書構成や書架の見直しにより、こどものほんのへやの蔵書整理、コーナー化を行った。
・年1回、絵本作家などを講師として招き、本に広く興味を持つきっかけづくりのため文庫連絡
会と共催で「文庫まつり」を実施。（講師：パフォーマンスユニットおむすびひろば）
・八丈町公式Ｘ（ロベレニくん）を活用し、イベントやテーマ展示、新着本紹介などを投稿
し、情報発信を行った。

事業コスト
決算額
(千円)

従事職員数
(人)

Ⅽ

実績・効果

来館者数10,960人（前年度比1,819人増）※内児童2,970人（前年度比594人増）
貸出点数25,298点（前年度比2787点増）
ブックスタート利用者数31人（0歳乳児）
おはなし会を計10回開催、参加者161人（大人67人、子ども94人）
文庫まつり参加者153人（大人79人、子ども68人、乳児6人）
蔵書構成や書架の見直しにより、児童図書が充実した。また、イベントやテーマ展示、新着本
紹介などを情報発信に対する利用者は反応は好評であり、全体をとおして図書館利用、事業参
加へと繋げることができた。とくに子どもの参加が増加している傾向がみられる。

評　　価

課　　題

八丈町事業評価書【令和5年度事業】

3-3-2

P

施 策 名 町立図書館の充実 対 象 者 八丈町民

目　　的
図書館機能の強化や施設の整備を行うことで、人生をより深く生きる力を身に付けていく上で
欠くことのできないものである子どもの読書活動を推進し、すべての子どもが自主的に読書活
動を行うことができる環境を整える。

関係事業
ブックスタート事業 図書館運営



区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事 業 費 — — 327
国 庫 支 出 金 — — —
都 支 出 金 — — —
そ の 他 — — —
一 般 財 源 — — 327
区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
正 規 職 員 3 3 3
専 門 職 員 — — —
会計年度任用職員 — — —

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
必 要 性 — — A
有 効 性 — — B
効 率 性 — — B
総 合 — — B

八丈町事業評価書【令和5年度事業】

4-1-1

P

施 策 名 活力ある地域社会の形成 対 象 者 町職員

目　　的
町が先導して「住民が主役の町」を推進していけるよう職員研修等を実施し、地域の課題解決
に向けた政策の企画立案ができる人材を育成していく。

関係事業
職員研修事業 総務課庶務運営事業

職員不足、業務の多様化により、職員の業務負担が続いている状況のなか、政策会議の内容と
しては地域課題解決への政策立案は少なく、町役場内の業務効率化や組織体制等への案件が多
い。

Ａ 改 善 案
令和7年度における東京都市町村職員研修所研修として、「問題解決」、「政策法務」を新た
に設定し、問題解決及び政策形成能力の向上を図る。

Ⅾ

具体的取組
・職員研修所職員研修
・政策会議
・庁議、課長連絡会議等

事業コスト
決算額
(千円)

従事職員数
(人)

Ⅽ

実績・効果
令和5年度の政策会議は4回開催し、9項目の政策案件が提出され、5項目について実施する方
向が示された。
職員研修においては、中堅職員研修の1項目に含まれ、5名が研修を受講。

評　　価

課　　題



区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事 業 費 117,868 115,314 98,850
国 庫 支 出 金 — — —
都 支 出 金 — — —
そ の 他 — — —
一 般 財 源 — — —
区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
正 規 職 員 4 4 4
専 門 職 員 — — —
会計年度任用職員 — — —

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
必 要 性 — — B
有 効 性 — — B
効 率 性 — — B
総 合 — — B

八丈町事業評価書【令和5年度事業】

4-1-2

発泡スチロールリサイクル事業 八形山リサイクルヤード運営事業

P

施 策 名 ごみ減量化と資源化推進 対 象 者 住民

目　　的 ごみの減量化や資源化の推進

関係事業
ごみ処理事業 じん芥処理運営事業 生ごみたい肥化事業

Ａ 改 善 案

ごみの減量化や資源化の推進に向け、分別や排出方法などの周知・徹底を促進する。
コンポスト貸与数は、3年間で全世帯数の約10％になるよう目標を設定し（年間貸与数150
基）、普及率向上に向けて周知等を促進する。　　　　　　コンポストを置くことができない
世帯向けにコンポストに替わるものを検討する。

・分別や排出方法の周知、徹底
・生ごみ堆肥化容器の無料貸与

事業コスト
決算額
(千円)

従事職員数
(人)

Ⅽ

実績・効果

令和4年度と令和5年度における廃棄物の処理実績を比較すると、総排出量、最終処分量ともに
減という結果になり、目標を達成している。
コンポストについては3年間経過しないと再貸与できないため、年ごとにばらつきがあるが、
生ごみの排出抑制に関しては効果があると考えている。

評　　価

課　　題 コンポストを置けない賃貸物件や集合住宅などでの排出抑制

Ⅾ

具体的取組



区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
事 業 費 7,265 7,166 4,385
国 庫 支 出 金 — — —
都 支 出 金 — — —
そ の 他 — — —
一 般 財 源 7,265 7,166 4,385
区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
正 規 職 員 1 1 1
専 門 職 員 — — —
会計年度任用職員 — — 1

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
必 要 性 — — B
有 効 性 — — B
効 率 性 — — C
総 合 — — B

・施設の目的変更に合わせて条例の整備
・施設の認知度向上、事業の検討

Ａ 改 善 案 施設の名称を変更し、適正な運営体制の構築する。

Ⅾ

具体的取組
地域おこし協力隊員が中心となり、3つの柱（八丈島の魅力発信・地域コミュニティ活性化・探
究活動環境整備）を計画し施設の目的変更や改修計画の案を作成した。

事業コスト
決算額
(千円)

従事職員数
(人)

Ⅽ

実績・効果
令和５年度の利用者数は1,129人であり前年と比べて225人増加している。
利用者数の目標値は500人であるため進捗率は225.8％となっており、数値としての目標は達
している。

評　　価

課　　題

地域おこし協力隊事業

サステナブル・アイランド事業

八丈町事業評価書【令和5年度事業】

4-1-3

P

施 策 名 末吉多目的交流施設活用事業 対 象 者 八丈町

目　　的 末吉で八丈島を伝え・繋ぐ地域との交流拠点整備を図る。

関係事業



区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
事 業 費 — — —
国 庫 支 出 金 — — —
都 支 出 金 — — —
そ の 他 — — —
一 般 財 源 — — —
区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
正 規 職 員 2 2 3
専 門 職 員 — — 1
会計年度任用職員 — — —

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
必 要 性 — — A
有 効 性 — — B
効 率 性 — — B
総 合 — — B

町から訓練や講話の実施を呼びかけても防災意識の低い方が多く反応が薄いのが現状で
防災意識を高めることができていない。
また、地域防災計画の判断基準があるが傾斜計などのセンサーの基準を整備する必要がある。

Ａ 改 善 案
・防災DXの運用基準を構築する。
・出前防災講和等を検討し、町民への地道な呼び掛けを続けることにより、住民の
　意識向上を図る。

Ⅾ

具体的取組
・防災訓練・防災講話の実施
・デジタル防災行政無線の整備
・防災DXの推進

事業コスト
決算額
(千円)

従事職員数
(人)

Ⅽ

実績・効果

コロナ禍により、実施できなかった訓練や講話を再開した。また、防災行政無線のデジタル化
や防災DXおいて土砂災害用センサー、津波監視カメラの設置を行った。防災行政無線のデジタ
ル化による受信機の更新を実施中である。災害時の被害を最小限にとどめるため、災害時の早
期対応を住民向けの防災訓練や講話で周知した。

評　　価

課　　題

八丈町事業評価書【令和5年度事業】

4-2-1

P

施 策 名 災害に強いまちづくり事業 対 象 者 八丈町（住民）

目　　的
危機管理体制の強化を目指し、多様化する自然災害への対応、災害対応におけるデジタル技術
の導入・活用を民間企業と連携して実施するとともに町民の方の自助、共助の意識向上を図る
ことで災害に強い町づくりを目指す。

関係事業
災害対策事業 防災行政無線デジタル化事業 サステナブルアイランド事業



区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
事 業 費 815 — —

国 庫 支 出 金 — — —

都 支 出 金 611 — —
そ の 他 — — —
一 般 財 源 204 — —
区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
正 規 職 員 1 1 1
専 門 職 員 — — —
会計年度任用職員 — — —

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
必 要 性 — — B
有 効 性 — — D
効 率 性 — — D
総 合 — — D

初任者研修は実技演習が必要であり、通信のみでは資格取得できない。また、令和６年度にお
いても島内実施を検討しているが、島内事業所での対応は人材が不足していることもあり、島
内施設を使った研修は困難な状況にある。人材不足が深刻である介護施設従事者の確保及び介
護の質の向上に繋げるため、令和６年度中に初任者研修の受講方法や実施方法について検討す
る。

Ａ 改 善 案

島外での介護人材の確保に向けてアイランダーでのPR活動は継続する。
初任者研修は講義と演習で１３０時間必要となるが、このうち約４０時間はオンライン対応で
きる。しかしながら、島内介護関係事業所の人材不足が深刻化している現状では、島内での実
技演習の実施は困難なため、都の初任者研修無料講座を活用した個人への島外での受講を補助
する事業に変更し、質の向上と人材確保を目指す。

Ⅾ

具体的取組
２年に１回、初任者研修を実施。
島外イベントにて介護人材募集のPR活動。

事業コスト
決算額
(千円)

従事職員数
(人)

Ⅽ

実績・効果
令和５年度実施予定だったが、委託予定先の人材不足等により実施できなかった。
アイランダーにて介護人材募集チラシ配布。

評　　価

課　　題

八丈町事業評価書【令和5年度事業】

4-2-2

P

施 策 名 介護人材確保事業 対 象 者 町民、介護事業所

目　　的 介護関係事業所を維持していくため、人材の確保と資質の向上を目的とする。

関係事業
介護職員初任者研修



区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
事 業 費 75 29 87
国 庫 支 出 金 29 11 33
都 支 出 金 14 5 17
そ の 他 17 7 20
一 般 財 源 15 6 17
区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
正 規 職 員 — — —
専 門 職 員 1 1 1
会計年度任用職員 — — —

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
必 要 性 — — B
有 効 性 — — B
効 率 性 — — C
総 合 — — C

認知症という言葉に対する抵抗感がまだまだ大きい。
試験的に実施した予防プログラム（体操）への参加者が増えなかった。

Ａ 改 善 案
啓発活動を継続、予防プログラムについても継続することで、継続参加者の増と抵抗感なく新
規参加できるよう定着させる。

Ⅾ

具体的取組
幅広い世代や企業向けに認知症サポーター養成講座を開催。
認知症予防プログラムの実施。
認知症への理解促進のため、町広報にコラムを掲載。

事業コスト
決算額
(千円)

従事職員数
(人)

Ⅽ

実績・効果
認知症サポーター養成講座４回実施、５９名。
認知症予防プログラム（講義・体操）６回実施、延べ３２名。
認知症予防プログラム（簡易テスト）４９名。

評　　価

課　　題

八丈町事業評価書【令和5年度事業】

4-2-3

P

施 策 名 認知症になっても安心して暮らせる地域づくり 対 象 者 町民

目　　的 認知症への理解、地域の支え合いづくりを目的とする。

関係事業
認知症サポーター養成講座

徘徊高齢者ネットワーク事業



区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
事 業 費 36,895 33,559 35,190
国 庫 支 出 金 — — —
都 支 出 金 18,516 15,676 15,525
そ の 他 — — —
一 般 財 源 18,739 17,883 19,665
区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
正 規 職 員 2 2 2
専 門 職 員 — — —
会計年度任用職員 1 1 1

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
必 要 性 — — B
有 効 性 — — B
効 率 性 — — C
総 合 — — C

八丈町事業評価書【令和5年度事業】

4-2-4

P

施 策 名 高齢者がいきいきと暮らす地域づくり 対 象 者 高齢者

目　　的
　高齢者が住み慣れた場所で、目標と自主性をもって日常生活を楽しくいきいきと暮らせるこ
とを目的とする。

関係事業
在宅高齢者実態調査 老人クラブ関係事業

シルバー人材センター事業 高齢社会包括補助事業

元気高齢者は仕事や趣味の活動など積極的に活動しているが、引きこもりがちな高齢者を定期
的に外出させるにはまだまだハードルが高い。引き続き支援が必要であるが地域資源の確保も
厳しい現状にある。
また、６５歳以上の移動状況については、令和４年度が死亡１３８名、転出４５名（うち住所
地特例１７名）、転入２９名（うち住所地特例２名）。令和５年度が死亡１２８名、転出４４
名（うち住所地特例９名）、転入２５名（うち住所地特例２名）となっている。

Ａ 改 善 案
マンパワーの増強、講演会や体験会により地域活動への参加へ向けた個人や地域の意識を向上
させる。

Ⅾ

具体的取組

毎年、高齢者実態調査を実施し高齢者の生活状況を把握。
各老人クラブ及び老人クラブ連合会事業への補助。
ゲートボール場整備、敬老会やグラウンドゴルフ大会の開催。
シルバー人材センター事業への補助。

事業コスト
決算額
(千円)

従事職員数
(人)

Ⅽ

実績・効果

コロナが落ち着いたこともあり、高齢者の外出の頻度は増加傾向にあるが、老人クラブの会員
数は年々減少傾向にある。また、都が公表している６５歳以上健康寿命（要介護２以上）は都
の平均値よりも低い数値が続いている。
シルバー人材センター事業への補助を継続しているが、町全体の人口減少もあり会員数は年々
減少している。

評　　価

課　　題



区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
事 業 費 10,248 12,264 11,088
国 庫 支 出 金 — — —
都 支 出 金 — — —
そ の 他 — — —
一 般 財 源 10,248 12,264 11,088
区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
正 規 職 員 — — —
専 門 職 員 1 1 1
会計年度任用職員 — — —

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
必 要 性 — — B
有 効 性 — — B
効 率 性 — — B
総 合 — — B

目標とした精密検査受診率90％にはどのがん種も達せず。一番低い子宮頚（50％）は町立病
院婦人科医師が重症度が高い人のみ島外受診を薦めている為、重症度が低い方は病院受診して
も精密検査扱いとならず、未受診の計上となっている。次いで低い肺がんは町立八丈病院でも
通年で精密検査が可能にも関わらず受診率が低い。

Ａ 改 善 案

肺は通年、胃・大腸は専門医来島時に町立八丈病院でも精密検査が可能である為、検診結果か
ら6か月での再受診勧奨の徹底、その後の電話連絡で本人へ直接受診勧奨出来る努める。子宮頸
がんは町立病院婦人科受診を最低ラインとする為、精密検査を受けたかどうか不明な方（未把
握者）を減らすよう努める。

Ⅾ

具体的取組

・がん検診（胃・肺・大腸）要精密検査者へ受診勧奨通知を検診結果に同封。要精密検査者が
病院受診すると、役場に病院から精密検査結果が返信される事で受診状況を把握している。検
診から半年後、精密検査結果未返信者に対し、再度受診勧奨通知を発送。後日電話連絡を実施
している。

事業コスト
決算額
(千円)

従事職員数
(人)

Ⅽ

実績・効果 精密検査受診率　胃：85.7％、肺72.7％、大腸86.1％、乳82.6％、子宮頚50％

評　　価

課　　題

八丈町事業評価書【令和5年度事業】

4-2-5

P

施 策 名 八丈町がん検診受診勧奨事業 対 象 者
40歳以上、職場のがん検診や人間
ドックを受ける機会のない方

目　　的 がんの早期発見、早期治療により健康寿命を延伸する事

関係事業
がん検診



区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
事 業 費 26 104 112
国 庫 支 出 金 — — —
都 支 出 金 — — —
そ の 他 — — —
一 般 財 源 — — —
区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
正 規 職 員 14 15 14
専 門 職 員 — — —
会計年度任用職員 1 1 1

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
必 要 性 — — B
有 効 性 — — B
効 率 性 — — B
総 合 — — B

乗客数は増加傾向にあるが、モバイルBU・S・PA利用分での増加の検証はされていない。

Ａ 改 善 案 路線バスおすすめプランと合わせて普及を目指し検証を行う。

Ⅾ

具体的取組 路線バスおすすめプランと合わせて八丈町HPに掲載し、普及を目指している。

事業コスト
決算額
(千円)

従事職員数
(人)

Ⅽ

実績・効果
令和4年度のダイヤ改正後、乗客数は増加傾向にある。モバイルBU・S・PA販売件数は、R4
年度1052件、R5年度1128件、76件増加している。

評　　価

課　　題

八丈町事業評価書【令和5年度事業】
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P

施 策 名 モバイルBU・S・PAの普及促進［年間］ 対 象 者 路線バス乗客

目　　的 購入者の利便性を図り、入湯者数及びバス乗客数の増を図る。

関係事業
モバイルBU・S・PAの販売




